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研究成果の概要（和文）：気候科学、緩和策などの分野横断型のシナリオ研究を基本とし、関連する研究分野と
して、持続可能性トランジション研究や地球システムガバナンス研究、公衆認知などを参照しながら、公開され
ているシナリオの再解析、文献調査や概念整理を通じて、現状と新たなシナリオ研究の枠組みおよび今後の課題
を明らかにした。またシナリオの社会的受容性を理解するために、太陽放射改変や需要側対策それぞれについて
複数国で社会調査を行った。個別具体的な技術イノベーションやライフスタイル変容などをユーザーを想定し、
明示的に扱ったシナリオを、異なる国の文脈などで開発する枠組みの必要性が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：Based on cross-disciplinary scenario research, including climate science and
 mitigation, and referring to related research fields such as sustainability transitions research, 
earth system governance research, and public perception, the current status and new scenario 
research framework and future issues are clarified through reanalysis of published scenarios, 
literature review, and conceptualization. In order to understand the social acceptability of the 
scenarios, social surveys were conducted in several countries for solar radiation modification and 
demand-side solutions, respectively. A new framework to develop scenarios that explicitly address 
specific technological innovations, lifestyle changes, etc., with users in mind, and in the context 
of different countries, has been proposed. 

研究分野： 環境政策、長期気候政策
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）などで中心的な役割を果たしてきていた、シナリオ研究は、グローバル
で普遍的な理解を確立し、気候変動問題とその解決策の世界での共通理解を築き上げるのに貢献してきた。しか
し本研究で示されたシナリオの方向性とその使い方は、旧来と真逆といっていいほど個別具体的で文脈依存的な
枠組みである。また本研究ではシナリオのコミュニケーションの困難な点、すなわち専門家が重視する点が伝達
が難しいことも気候工学の事例で示した。こうした新たな枠組みを示したところに本研究の学術的意義と社会的
意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
2015 年に合意されたパリ協定は、人為的な気候変動による気温上昇を 2 度より十分に低い水

準に抑え、さらに 1.5 度に抑える努力を追求することを目標としている。同時に地球温暖化対策
の枠組みは、京都議定書のトップダウンからボトムアップを含んだハイブリッドの枠組みに変
化してきている。そのため、取り組みは各国中央政府に限られず、地方自治体、ビジネス、金融、
環境保護団体にも広がりを見せつつあり、ESG（環境・社会・ガバナンス）投資も活発になって
きている。こうした潮流の中で、気候変動対策のシナリオ研究の役割も大きく変化してきている。 
シナリオ研究の難しさは、こうした新たな要求にもかかわらず、整合的なシナリオを扱う必要

があるという点である。一定の多様性は許容されるが、例えば Taskforce on Climate-related 
Financial Disclosure (TCFD)のシナリオだけが Intergovernmental Panel on Climate Change 
(IPCC、気候変動に関する政府間パネル)で扱うシナリオと根本的に異なるものを用いることは
できない。したがって、広義の気候ガバナンスを促進するためには、旧来の IPCC でのシナリオ
を超えた新たなシナリオが必要となってきている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、パリ協定の実施段階に入った中で、脱炭素・気候変動対策シナリオの方法論に求め

られている新たな導出枠組みと具体的な創出方法を明らかにすることを目的とする。シナリオ
には主に三つの課題がある。（１）自治体、ビジネス、環境保護団体といった多様なステークホ
ルダーがシナリオの新たなユーザーとして現れてきている。（２）急速な技術変化を明示的に考
慮する必要が生じてきている。（３）負の排出技術、温暖化対策としての人工的気候改変、大幅
な社会変革と需要減などの極端な地球温暖化対策もシナリオで扱う必要が生じている。 
こうした新たな社会的・政策的状況に対応でき、気候ガバナンスに資するシナリオ研究の新た

なフレームワークとは何か。気候変動対策シナリオ研究は、倫理的、社会的、政治的、経済的、
技術的な広義の気候ガバナンスの議論を促すためにはどうあるべきか。本研究課題では、これら
の問いに対する回答を、文献調査や事例研究、アンケート調査、統合評価モデルなどを組み合わ
せ、立体的に明らかにしていくことを目的とする。 
 

３．研究の方法 
 研究の視角としては、気候科学、緩和策などの分野横断型のシナリオ研究を基本とし、関連す
る研究分野として、持続可能性トランジション研究や地球システムガバナンス研究、公衆認知な
どを参照しながら、公開されているシナリオの再解析、文献調査や概念整理を通じて、現状と新
たなシナリオ研究の枠組みおよび今後の課題を明らかにした。またシナリオの社会的受容性を
理解するために、太陽放射改変や需要側対策それぞれについて複数国で社会調査を行った。 
文献調査としては、具体的に以下の項目を実施した。 

・IPCC などで活用されてきた分野横断型シナリオ研究の過去から現在までの推移について、気
候モデリング、影響評価、統合評価モデリングまで広範なレビューを行った。 
・太陽放射改変や二酸化炭素除去については、地球システムモデルや統合評価モデルなどの研究
を収集し、学術界の動向とともに世界のガバナンスの議論を整理した。 
・需要側対策シナリオについては、IPCC に採用されている統合評価モデルによるシナリオの最
終エネルギー消費に関する頻度分布、需要側対策を評価できる変数の提出率などについて再解
析した。さらにライフスタイルの変容や消費者の行動の変化を伴う需要側対策シナリオについ
ての拡充を図るために、広範に関連する学術分野について文献調査を行った。 
・また、シナリオの在り方を検討するための IPCC と科学・政策インターフェースについても文
献調査を実施した。 
 社会調査としては以下の項目を実施した。 
・太陽放射改変について、シナリオについて問うオンラインアンケート調査を日本、インド、フ
ィリピン、オーストラリアの四か国を対象に実施した。サンプル数は各国で 600 程度である。シ
ナリオとしては、上述したレビューを参考に、太陽放射改変を緩和策の補完策として用いるシナ
リオと、太陽放射改変を最後の救済策として利用するシナリオの二つを構築し、一般市民に提示
してアンケートに回答していただいた。調査票は以前、我々のグループが行ったアンケート調査
(Sugiyama et al. 2020, https://doi.org/10.1080/17524032.2019.1699137)を元に開発し、シ
ナリオについての項目を追加した。 
・需要側対策については、オランダのフローニンゲン大学の研究グループと共同研究を実施し、
オンラインアンケートを実施した。ライフスタイル変容など需要側対策が進んだシナリオをビ
デオ形式で提示し、日本とインドの一般市民に実現可能性と多次元のウェルビーイングなどに
ついて質問した。 
 



４．研究成果 
 
分野横断型シナリオ研究や、太陽放射改変、二酸化炭素除去、需要側対策に関する一連の文献

レビューから以下のことが明らかになった。 
研究の背景でも指摘したように、気候変動問題の重点が、科学的な理解や影響評価から解決策

や実際の政策に移る中、シナリオ研究にも多くの変化が見られる。例えば、太陽放射改変につい
ては、従来は理想的な二酸化炭素濃度 4 倍増による温暖化を相殺するために必要な太陽放射改
変を実施して地球システムモデルの挙動を見るというスーパーコンピューターのシュミレーシ
ョン(GeoMIP G1 など)が行われていたが、最近では、具体的に将来の温室効果ガス排出削減があ
る程度進んだとき、太陽放射改変がどのように貢献できるか、また、その副作用はどれほどかを
検討するシナリオが研究されている。さらに、工学の制御理論を用いて、太陽放射改変の不確実
性が存在する中でも少なくともモデル上では狙った気温低下を実現し気温上昇を相殺するよう
なアルゴリズムを適用したシナリオも研究されてきている。 
二酸化炭素除去についても、旧来は一旦大気に排出されてしまった二酸化炭素をどれほど除

去すればパリ協定で謳われた 1.5 度目標を達成できるかといったシナリオ研究が中心であった
が、最近では、二酸化炭素除去がもたらす様々な副作用について具体的に検討し、またそれを回
避するための新たなシナリオが研究されている。具体的には IPCC の第五次評価報告書を端緒に
一大論争になった二酸化炭素回収貯留付きバイオマスエネルギーと食料供給などの土地に関す
る競合問題については、それを避けるための新しい直接空気回収やその他の二酸化炭素除去を
取り込んだシナリオが研究されている。 
需要側対策も同様である。需要側対策は全体的な方向性打ち出すのではなく、例えばどのよう

なハードルがあり、実現が難しいのか、どの対策が最も可能性が早く実施ができ効果があるのか
といった議論が徐々に始まりつつある。なお、需要側対策というと、ライフスタイル変容につい
て関心が集まるが、現状のところ、大きな温暖化対策効果を示しているのは電気自動車の導入や
ヒートポンプ式冷暖房・給湯器など、需要側の技術導入による効果が大きいことも明らかになっ
た。こうして技術は一般消費者に一定の変化を求めるものの、肉食や飛行機利用の禁止ほど大幅
な変化でもないため、今後も大きく広がる可能性がある。 
こうした一連の変化を踏まえると、シナリオが中心的な役割を果たした IPCC などの科学と政

策のインターフェースも変化をしてきている。従来はグローバルで普遍的な対策や原因を明ら
かにすることがシナリオ研究に求められてきたが、気候変動科学の解決策への転向と呼ばれる
ように IPCC や分野横断型シナリオ研究に求められる役割も変化しつつある。今後のシナリオの
作成枠組みとしては、ユーザーを具体的に想定し、個別具体的な解決策に踏み込んだシナリオを
作り出すことが重要であることが分かった。 
太陽放射改変についてのオンラインアンケート調査では、既往文献の学部生対象のアンケー

ト調査を一般市民に広げたときも、グローバルノース・グローバルサウスの間で太陽放射改変に
関する態度の差が確認された。すなわち、気候変動の影響を受けやすいグローバルサウスの方が
太陽放射改変について支持する傾向があることが統計的に有意に確かめられた。二つのシナリ
オをランダムに回答者に提示したところ、シナリオが回答者の態度へ与える影響は極めて限ら
れるということが明らかになった。その理由の一つとしては、シナリオの理解度が非常に低かっ
たことがあげられる。特に、研究者側が重要視する太陽放射改変の規模については回答者にとっ
て理解が難しいことが示された。いずれにせよ、回答者は太陽放射改変について慎重であり、倫
理的・社会的・法的側面を検討し、責任ある研究・イノベーションを進めていくことの重要性が
再確認された。 
需要側対策についてのオンラインアンケートでは、運輸のモーダルシフトや肉食減少、飛行機

利用の減少などを伴う需要側対策シナリオは、気候変動対策としては、日本、インドの回答者ど
ちらも有効であると回答した。一方、生活の質については向上すると回答した傾向がインドでは
強かったのに対し、日本では変化しないと答えた回答者が多かった。技術イノベーションと違い
社会的なライフスタイル変容などは潜在的には速いスピードで実施できる可能性があるが、国
によって認識が異なることが示唆され、グローバルな効果についてはより細かな検討が必要で
ある。 
研究全体を通じて、個別具体的な技術イノベーションやライフスタイル変容などを明示的に

扱ったシナリオを、異なる国の文脈などで開発する枠組みの必要性が明らかになり、具体的な事
例も一部見て取れる。しかし、これはグローバルで普遍的な理解を確立し、気候変動問題とその
解決策の世界での共通理解を築き上げるのに貢献してきたシナリオ研究の旧来の方向性とは大
幅に異なることになる。このような枠組みを日本やアジアといった具体的な文脈で実施し、また
グローバルなシナリオ研究とどのように接合していくべきかは、今後の大きな研究課題である。 
 一連の成果は、すでに査読付き論文やレビュー論文、論考、その他の出版物として公表されて
いる（詳しくは実績一覧を参照）。 
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